
3 款 1 項 1 目

18 年度 設定なし

4,365

0.25
8,135
0

2,033
4,661

0
2,330

10,959
1,252
3,682
0

920
1,841
406
0

8,135
0.050.10

8,135
0

813
6,868
3,434
0

16,112
4,248

0.10
7,999
0
799
4,470
2,235
0

8,940
3,035

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
17,881
799
0

29,849
813

30,662 7,695
406
7,289 20,282

2,033
22,315

生活機能等の低下等が疑われる事業対象者の把握を目的としたアンケート調査のために要する時間の効率
化を図ると共に、アンケート回収率のアップのための方策を検討する。

生活機能等の低下等が疑われる65歳以上の高齢者(二次予防対象者)の早期把握及び状態悪化の予防

事業の目的

二次予防対象者把握事業・通所型介護予防事業・二次予防対象者施策評価事業

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

長寿介護課

介護保険法
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

福岡 保裕
所管課情報 担当課： 544

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 将来的に要支援・要介護認定を受ける可能性のある65歳以上の高齢者

野島 孝美

評価対象外事業
(介保)介護予防二次予防対象者施策事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

100
4200／70.0

6000
25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

基本チェックリスト送付者数
回収者数／回収率
通所型介護予防事業参加者
状態維持により介護申請をしなかった人

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

5471
3873／70.8

97
82

人
人／％

人

人

5927
3947／66.6

87
70

0
0
0
085

150,00030,00030,00030,00030,00030,000
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
通所型介護予防事業参加者のうち、状態維持により介護申請をしなかった人の割合（平成２５年度は活動指
標・成果指標を見直した。）

0080.4%84.5%

基本チェックリストアンケートの送付、回答の分析など対象者把握に多大な手間がかかるが、介護予防の
観点から継続して実施していく必要がある。今後介護保険法の改正等により実施方法等についての見直
しが必要となってくると思われる。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

通所型介護予防事業に参加し、状態を維持し介護申請をしなかった人は、事業の目的である状態悪化の予防
につながっている。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標26年度
085%85%85%

受益者負担の適正 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 3
事業の効果 4

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

課題認識

高齢者が要介護とならないための諸事業を早期に実施するため、アンケートを実施して該当者を把握、事
業参加意思の確認など多大な手間がかかるが、現行法制度上、欠かすことが出来ない事務である。今
後、法改正が見込まれており、留意する必要がある。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
 評価委員会抽出事業

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・アンケートの回収率が70％くらいで良いのかどうか。もっと回収率を上げる努力が必要ではないか。・ア
ンケートの早期解析のためにも、ゆくゆくはシステムにお金をかけてマークシートにした方が良いかもしれ
ない。・介護保険料は負担する側の人数が少なくなってくるので、早晩いびつな事態が発生すると思う。た
だし特効薬的なものはないから、介護保険法の改正動向に応じて、与えられたことをやるしかないと思う。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


